
（様式①）

[財政局] ２款４項２目　財産管理費 （単位：千円）

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

12 公有財産管理費 76,003 42,156 113,127 55,851 △ 37,124 △ 13,695

13 財産損害保険料 3,767 3,282 2,324 1,876 1,443 1,406

14 資産活用推進基金積立金 7,567 - 7,567 - - -

15 保有土地等活用検討費 37,317 18,914 45,348 22,972 △ 8,031 △ 4,058

16 保有土地売却事業 30,759 17,161 36,011 19,542 △ 5,252 △ 2,381

計 155,413 81,513 204,377 100,241 △ 48,964 △ 18,728

事　業　計　画　書　目　次

計画
書頁 事　　業　　名

令和４年度 令和３年度 増△減（４－３）
新
規
・
拡
充



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

係

細事業合計 76,003 113,127 ▲ 37,124

課長 係長 管理

本資料は、公正・適正に作成しました。 栢沼　伸茂 藤木　秀武 竹園　志保

108,737 ▲ 36,924
工事終了による工事費等
の減

財産評価審議会 4,190 4,390 ▲ 200
現地調査車両借上げの実
績による減

事業スケジュール 年間を通じて事業を実施

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

公有財産管理 71,813

実績

単位 目標

実績

単位 目標

790,089

千円 実績 868,406 872,785

一般会計保有
土地貸付料

単位 目標 717,959 764,125 755,261 790,089 790,089 790,089

事業目的・効果
(必要性)

　地方財政法第８条に「地方公共団体の財産は、常に良好の状態においてこれを管理し、その所有の目的に応じて最も効率的に、こ
れを運用しなければならない。」と定められており、公有財産を適正に管理するとともに、利活用が可能と考える資産の更なる抽出
と共有に取り組み、あらゆる視点からその利活用を積極的に進めていく必要があります。

(1) 公有財産の適正な管理・貸付・処分に必要な定期的な巡視・除草等の作業委託や、不動産鑑定評価、用地の測量・登記委
　託などを行う。
(2) 公有財産の増減や保有残高などのデータを適切かつ効率的に管理する。

根拠・データ等

一般会計保有土地貸付料（財政局所管）
平成28年度　　759,814千円
平成29年度　1,385,766千円
平成30年度　　804,295千円
令和元年度　　868,406千円
令和２年度　　872,785千円

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

事業概要 　公有財産の適正管理のために必要な保全事業及び市有地の貸付・売却を推進します。

事業開始年度

根拠法令・方針決裁等
横浜市資産活用基本方針、地方自治法、地方財政法、横浜市公有財産規則、横浜市財産評価審議会条例、公共用地取得に伴う損失補
償基準要綱、横浜市開発事業の調整等に関する条例、横浜市職員の職務発明に関する規則、産業財産権関連法（特許法・実用新案
法・意匠法・商標法等）、横浜市未利用公益用地等の地域利用に伴う貸付等要領、横浜市オープンデータの推進に関する指針

決
算

76,106 75,286 55,834

40,735 41,895 32,083

79,942

48,550 48,987 52,429 48,082 44,225 44,225
予
算

88,750 89,623 96,508 87,656 79,942

0 △ 13,695

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 37,124 0 0 △ 9,620 △ 13,809

0
令和３年度 113,127 12,040 45,236 55,851

単独事業

42,156
補助事業 0

令和４年度 76,003 2,420 31,427

市債 一般財源区　分 金　額 国 県 その他 繰入金

事業名称 公有財産管理費

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

事業評価書番号
2-4-2

1事業区分

歳出予算科目 一般 会計 2 4 2

令和　４年度　事業計画書

事業局課 財政 管財
新規拡充 □ 新規 □ 拡充



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

単位 目標

実績

令和　４年度　事業計画書

事業局課 財政 管財
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 -

事業区分

歳出予算科目 2 4 2

事業名称 財産損害保険料

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

3,282
補助事業 0

令和４年度 3,767 485

0
令和３年度 2,324 448 1,876

単独事業

0 1,406

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 1,443 0 0 37 0

3,928

7,900 4,509 4,792 3,771 3,898 3,443
予
算

8,000 4,609 5,089 4,256 4,383

事業概要
　自動車損害賠償保障法第５条に基づき各区局が保有する公用車の自動車損害賠償責任保険（以下「自賠責保険」という。）につい
て財政局が一括して保険代理店と契約を締結します。

事業開始年度 昭和47年度

根拠法令・方針決裁等 自動車損害賠償保障法　横浜市予算、決算及び金銭会計規則　横浜市予算、決算及び金銭会計規則の解釈と運用について

決
算

7,995 9,328 4,105

7,766 5,346 3,750

単位

事業目的・効果
(必要性)

　自動車損害賠償責任保険は、自動車損害賠償保障法で加入が義務付けられている強制保険です。財政局において、企業会計を除く
すべての公用車の保険加入を取りまとめ、全庁的な業務の効率化を図っています。

根拠・データ等
自賠責保険付保件数
<各局>元年度1,350件、２年度874件、３年度1,299件（見込）、４年度1,345件（見込）
<各区>元年度　336件、２年度181件、３年度　157件（見込）、４年度281件（見込）

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標

実績

目標

実績

3,767

課長 係長 管理

細事業合計 3,767 2,324 1,443

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 栢沼　伸茂 藤木　秀武 山崎　理恵

2,324 1,443 付保見込み台数の増

事業スケジュール
・昭和47年度　事業開始
・平成22年度　局の保険料について各局予算に変更
・令和２年度～令和７年度　リース車両の保険料については賃貸人の負担とする事業見直しにより、各区に予算統合

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

自賠責保険料



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 栢沼　伸茂 藤木　秀武 竹園　志保

7,567 0

事業スケジュール
・平成22年度：建物売払収入の積立
・平成23年度～：土地貸付収入の積立

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

資産活用推進基金積立金

課長 係長 管理

細事業合計 7,567 7,567 0

7,567

実績

目標

実績

単位

事業目的・効果
(必要性)

　令和４年度は、旧若葉台西中学校（旭区）を活用するための改修工事費等として、隣接する旧若葉台西小学校の建物売払収入及び
土地貸付収入の一部を充当することとし、本格的な活用開始まで基金に積み立てます。

根拠・データ等

旧若葉台西小学校収入実績
平成22年度　　66,000千円（建物売払収入）、平成23年度　　 7,783千円（土地貸付収入）
平成24年度　　 7,783千円（土地貸付収入）、平成25年度　　 7,783千円（土地貸付収入）
平成26年度　　 7,485千円（土地貸付収入）、平成27年度　　 7,566千円（土地貸付収入）
平成28年度　　 7,566千円（土地貸付収入）、平成29年度　　 7,566千円（土地貸付収入）
平成30年度　　 7,566千円（土地貸付収入）、令和元年度　　 7,566千円（土地貸付収入）
令和２年度　　 7,566千円（土地貸付収入）

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標

事業概要
　施設の解体・改修、整備等にかかる財源確保が困難な状況のなか、資産活用推進基金を活用して本市保有土地や建物の有効活用施
策を財政面から支援するとともに、解体・改修後の売却や貸付により生じた収益を基金に戻すことで基金を適正かつ効率的に運用し
ます。

事業開始年度 平成22年度

根拠法令・方針決裁等 資産活用推進基金条例　横浜市資産活用基本方針

決
算

59,999 106,232 7,566

52,433 98,666 0

7,567

52,433 98,666 0 0 0 0
予
算

60,000 106,233 7,567 7,567 7,567

0 0

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 0 0 0 0 0

0
令和３年度 7,567 7,567 0

単独事業

0
補助事業 0

令和４年度 7,567 7,567

区　分 金　額 国 県 諸収入 財産収入 市債 一般財源

2

事業名称 資産活用推進基金積立金

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

実績

令和　４年度　事業計画書

事業局課 財政 管財
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 -

事業区分

歳出予算科目 2 4

単位 目標



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

係

細事業合計 37,317 45,348 ▲ 8,031

課長 係長 企画

本資料は、公正・適正に作成しました。 森脇　美也子 小倉　心 布野　鈴華

595 ▲ 85
委員会開催予定回数減に
よる減

保有土地等活用検討 36,807 44,753 ▲ 7,946
保有土地整備事業終了に
よる減

事業スケジュール 活用案検討→測量→土壌汚染調査→鑑定評価→公募→横浜市保有資産公募売却等事業予定者選定委員会→活用・処分

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

事業予定者選定委員会 510

実績

単位 目標

3

件 実績 2 0
売却等案件数

単位 目標 2 0 2 3 3 3

6

回 実績 4 1

委員会開催回
数

単位 目標 7 7 7 6 6 6

事業目的・効果
(必要性)

　資産活用基本方針に基づき、大規模な土地や用途廃止施設を民間事業者のノウハウを活用するなど多様な手法を用いて活用・処分
します。
　保有土地等の活用に当たり、市民から負託された貴重な資産として、土地の取得経緯や将来の利用可能性の有無など中長期的な視
点を踏まえつつ、民間事業者のノウハウを活用しながらまちづくりや地域課題の解決につながる売却等を進め、資産の有効活用を推
進します。

根拠・データ等

・横浜市資産活用基本方針
・横浜市附属機関設置条例
・保有土地等活用・処分過年度実績
＜実績推移＞H26年度４件、H27年度１件、H28年度４件、H29年度７件、H30年度３件、R元年度２件、R２年度０件

※売却等案件数の元～３年度の目標値は見込み（各年度の前年度時点）を示しています。

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

事業概要
・資産の有効活用方策の多角的検討
・資産活用の推進に関して必要な審議等を行う資産活用推進会議の運営
・大規模な土地や用途廃止施設の活用・処分に向けた鑑定評価・測量・土壌汚染調査等の実施

事業開始年度 平成13年度

根拠法令・方針決裁等 横浜市資産活用基本方針、横浜市附属機関設置条例

決
算

12,362 3,719 13,123

6,309 2,019 6,594

37,317

51,670 19,069 11,672 18,914 18,914 18,914
予
算

102,745 37,543 22,748 37,317 37,317

0 △ 4,058

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 8,031 0 0 0 △ 3,973

0
令和３年度 45,348 0 22,376 22,972

単独事業

18,914
補助事業 0

令和４年度 37,317 18,403

市債 一般財源区　分 金　額 国 県 諸収入 繰入金

事業名称 保有土地等活用検討費

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

事業評価書番号 -
事業区分

歳出予算科目 一般 会計 2 4 2

令和　４年度　事業計画書

事業局課 財政 資産経営
新規拡充 □ 新規 □ 拡充



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

係

令和　４年度　事業計画書

事業局課 財政 取得処分
新規拡充 □ 新規 □ 拡充

事業名称 保有土地売却事業費

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

事業評価書番号 －
事業区分

歳出予算科目 一般 会計 2 4 2

市債 一般財源区　分 金　額 国 県 諸収入 繰入金

17,161
補助事業 0

令和４年度 30,759 664 12,934

0
令和３年度 36,011 1,149 15,320 19,542

単独事業

0 △ 2,381

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 5,252 0 0 △ 485 △ 2,386

30,759

19,517 21,827 18,700 17,161 17,161 17,161
予
算

39,488 40,459 34,277 30,759 30,759

事業概要
　将来にわたって利用見込みのない代替地等について一般競争入札の方法で、廃道廃水路敷等を随意契約の方法で売却し、保有土地
の縮減及び財源確保を行います。

事業開始年度 平成14年度

根拠法令・方針決裁等 横浜市資産活用基本方針、横浜市公有財産規則、地方自治法

決
算

23,775 29,165 24,277

11,635 15,724 13,706

事業目的・効果
(必要性)

　保有する不動産を資産としてとらえ、利用見込みがなく、小規模の代替地等で、売却による周辺地域等への影響が少ない保有土地
について、一般競争入札の方法で売却します。平成28年度から令和２年度までの５年間で、129件、約5.0haの土地を売却し、約75億
円の土地売却収入を確保しました。
　また、廃道廃水路敷等を随意契約の方法で売却します。
　利用見込みのない保有土地の縮減を行うことで、保有土地の管理費用の削減や、土地売却収入による財源確保に繋げます。

根拠・データ等

・公募実績推移
　　物件数：H28年度68件、29年度44件、30年度28件、R元年度31件、2年度12件、3年度見込21件
　　面積：H28年度2.8ha、29年度1.5ha、30年度1.1ha、R元年度1.2ha、2年度0.5ha、3年度見込1.1ha
　　※R2年度は第１回公募売却を中止
・公募契約実績推移
　　物件数：H28年度51件、29年度33件、30年度19件、R元年度17件、2年度9件
　　面積：H28年度2.3ha、29年度1.0ha、30年度0.6ha、R元年度0.5ha、2年度0.4ha
　　売却額：H28年度30.4億円、29年度18.9億円、30年度9.8億円、R元年度10.6億円、2年度5.5億円

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

公募件数
単位 目標 31 12 21 15 15 15 15

件 実績 31 12

公募
契約件数

単位 目標 22 8 14 10 10 10 10

件 実績 17 9

廃道廃水路等
売却件数

単位 目標 120 120 120 120 120 120 120

件 実績 122 111

31,306 ▲ 4,067
過年度実績及び広告手法
の見直しによる減

廃道廃水路等売却事業 3,520 4,705 ▲ 1,185
事業手法の見直しによる
減

事業スケジュール
第１回公募売却：入札公告　５月、申込受付　６月、入札　７月中旬　　不落物件について先着順売却：７月下旬から２月下旬
第２回公募売却：入札公告　10月、申込受付　11月、入札　12月上旬　　不落物件について先着順売却：12月下旬から２月下旬
廃道廃水路等売却：通年

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

市有地公募売却事業 27,239

本資料は、公正・適正に作成しました。 藤本　龍雄 寒川　一 林田　萌花

細事業合計 30,759 36,011 ▲ 5,252

課長 係長
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